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 2022年 2月 24日 

各 位 

会社名 住友商事株式会社 

代表者名 代表取締役 社長執行役員 CEO 兵頭 誠之 

 （コード：8053、東証第 1部） 

問合せ先 広報部長 平野 竜一郎 

 （TEL．03-6285-3100） 

 

（開示事項の経過）チリ国シエラゴルダ銅鉱山の譲渡に伴う 

特定子会社等の異動に関するお知らせ 

 

当社は、2021 年 10 月 14 日付「チリ国シエラゴルダ銅鉱山の譲渡に伴う特定子会社等の異動に関するお知

らせ」において、当社グループの 100%子会社である Inversiones SC Sierra Gorda Limitada（本社：チリ共

和国サンチャゴ市、現 Inversiones SC Sierra Gorda SpA）および当社の 100%子会社である SC Sierra Gorda 

Finance B.V.（本社：オランダ王国アムステルダム）の全出資持分を、South32 Limited が 100％出資する特

別目的会社に対して、譲渡契約において合意している一定の前提条件の充足や、必要な許認可の取得を経た上

で、2022 年 3 月までに譲渡することを公表しておりましたが、今般、譲渡が完了しましたので、下記の通り

お知らせいたします。 

 

記 

 

１．譲渡完了日：2022年 2月 22日 

 

２．異動する子会社の概要 

①Inversiones SC Sierra Gorda Limitada（特定子会社） 

（１） 名 称 
Inversiones SC Sierra Gorda Limitada 

（現 Inversiones SC Sierra Gorda SpA）（※） 

（２） 所 在 地 Orinoco 90, Office 2002, Las Condes Santiago Chile 

（３） 代表者の役職・氏名 Legal Representative, Gastón Ignacio Rodríguez Vásquez 
（４） 事 業 内 容 チリ シエラゴルダ銅鉱山における鉱山プロジェクト運営会社への投資等 

（５） 資 本 金 483,029千米ドル（約 460億円相当、2021年 12月末時点） 

（６） 設 立 年 月 日 2011年 7月 11日 

（※）2021年 12月 13日付で会社名が変更となっております。 

 

②SC Sierra Gorda Finance B.V. 

（１） 名 称 SC Sierra Gorda Finance B.V. 

（２） 所 在 地 STRAWINSKYLAAN 917, AMSTERDAM, 1077, Netherlands 

（３） 代表者の役職・氏名 Managing Director, 田久保壮輔 

（４） 事 業 内 容 チリ シエラゴルダ銅鉱山における鉱山プロジェクト運営会社への融資等 

（５） 資 本 金 27千米ドル(約 2,574千円相当、2021年 12月末時点) 

（６） 設 立 年 月 日 2011年 9月 30日 
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３．今後の見通し 

 本譲渡に係る対価は、Inversiones SC Sierra Gorda Limitada および SC Sierra Gorda Finance B.V.の持

分譲渡の合計で約 510 百万米ドルであり、これに加えて、譲渡完了後、2025 年末までに銅価格および生産量

について一定の条件が充足されることを条件に、追加で最大 150百万米ドルを受領することとなります。 

 本譲渡により、2022 年 3 月期の当社連結決算において、約 300 億円の利益を計上する見込みであり、2022

年 2月 4日公表の通期連結業績予想に織り込み済です。 

 

（参考）2022年 3月期通期連結業績予想（2022年 2月 4日公表分）及び前期連結実績 

 親会社の所有者に帰属する 

当期純利益又は損失（△） 

基本的 1株当たり 

当期利益 

単位 百万円 円 銭 

当期業績予想 

（2022年 3月期） 
460,000 368.01 

前期実績 

（2021年 3月期） 
△153,067 △122.42 

（注）将来情報に関するご注意 

当社の経営目標及びその他の将来予測に関する開示内容は、将来の事象についての現時点における仮定及び予想並びに当社が現時点で 

入手している情報に基づいているため、今後の四囲の状況等により変化を余儀なくされるものであり、これらの目標や予想の達成及び将 

来の業績を保証するものではありません。したがって、これらの情報に全面的に依拠されることは控えられ、また、当社がこれらの情報 

を逐次改訂する義務を負うものではないことをご認識いただくようお願い申し上げます。 

 

以 上 


